
平成２７年５月

構造計算適合性判定センターからの「お知らせ」

各 位

地方独立行政法人北海道立総合研究機構理事長

建築基準法の改正により、平成２７年６月１日より、構造計算適合性判定制

度が変わります。

構造計算適合性判定センターにおける判定業務の変更概要は以下のとおりとなりますの

で、平成２７年６月１日以降に判定申請又は判定の計画通知を行う方は、注意して下さい。

なお、平成２７年５月３１日までに建築確認申請又は計画通知を行った建築物の構造計

算適合性判定については、従前のとおりとなります。

１判定申請等の手続きの流れ

下図のとおり、建築主が指定構造計算適合性判定機関（構造計算適合性判定センター

等）に、直接、判定申請（又は判定の計画通知）を行うこととなります。

※判定申請等にあたっては、確認申請書との整合が重要になります。

※事前相談については、任意です。

２提出書類

判定申請（又は判定の計画通知）にあたっては、以下の書類が必要です。

・構造計算適合性判定申請書（又は計画通知書）（第一面～第三面）（正・副）

※省令別記第１８号の２様式（又は別記第４２号の１２の２様式）

・省令第３条の７第１号に掲げる図書（構造図、構造計算書等）（２部）※次頁表参照



・建築計画概要書（１部）※省令別記第３号様式

・委任状（代理申請又は計画通知の場合）（１部）※判定センター参考書式

・建築士法による安全性を確かめた証明書（建築士法第２０条の２の適用を受ける場合

を除く。）※士法省令別記第４号の２様式

・構造計算適合性判定に係る申出書（１部）※判定センター別記第１号様式

※これらの書式は、判定センターのホームページからダウンロードできます。(近日中)

http://www.nrb.hro.or.jp/nrbc/youshiki.html

３判定対象建築物の変更

これまで構造計算適合性判定が不要であった既存不適格建築物の増改築は、構造計算適

合性判定の対象となりました。また、ルート２若しくはルート３の建築物にエキスパンシ

ョンジョイント等のみにより接していたルート１は、構造計算適合性判定が不要となりま

した。



４判定手数料（平成２７年６月１日から）

判定手数料は、構造計算１件につき、下表のとおりです。

※詳細については、構造

下記連絡先にお問い合
計算適合性判定センターのホームページを参照、若しくは、直接

わせください。

連絡先

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

北方建築総合研究所

構造計算適合性判定センター

nrbc@hro.or.jp 011-204-5362

(予定)


